
林地台帳及び地図
運用マニュアル（案）概要

平成28年11月

林野庁計画課

※本資料は、現時点での検討状況を基に作成したものであり、
今後、事務レベルの検討会等を経て成案を得ることとしてい
ます。

（資料１）
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構 成 内 容

第１章 マニュアルの概要 本マニュアルの目的、記載内容について説明しています。

第２章 林地台帳及び地図の運用の概要
林地台帳の運用上の事務処理の流れ等、運用の全体像を示してい
ます。

第３章
林地台帳及び地図の公表・
情報提供

林地台帳及び地図の公表・情報提供にあたっての事務手続きについ
て説明します。

第４章
林地台帳及び地図の修正・
更新

林地台帳及び地図の修正・更新のタイミングや事務処理手続きにつ
いて説明します。

第５章 市町村事務における活用
林地台帳及び地図の市町村事務における活用方法について説明し
ます。

第６章 都道府県との情報共有
林地台帳及び地図の都道府県と市町村における情報共有の方法に
ついて説明します。

第７章 林地台帳情報の保護
林地台帳情報のセキュリティ対策や個人情報の取扱に関する留意
事項を説明します。

第８章 林地台帳制度の周知 林地台帳の整備・運用制度の周知の方法について説明します。

（資料） Ⅰ 林地台帳データの仕様
Ⅱ 参考法令・用語集
Ⅲ Q＆A集
Ⅳ 各種様式の記載例
Ⅴ 収集する資料の入手方法

電子データの標準的な仕様
参考法令及び用語の解説
運用に関する質問と回答
運用上の事務処理手続きで使用する各種様式の記載例
収集する資料の入手方法

１ 林地台帳運用マニュアル（案）について

林地台帳運用マニュアル（案）の構成



第１章 マニュアルの概要

2

マニュアルの目的

 木材価格の低迷、森林所有者の世代交代等により、森林経営意欲が低下する中、森林所有者の所在が不明な森林や林

地の境界が不明確な森林が増加し、森林整備に支障

 こうした状況を踏まえ、平成28年５月の森林法（昭和26年法律第249号）の一部改正において、市町村が統一的な基準に

基づき、森林の土地の所有者や林地の境界に関する情報などを整備・公表する林地台帳制度が創設

（林地台帳の目的）

（運用マニュアルの位置付け）

 林地台帳の整備により、

・情報の修正・更新を適切に行うことにより所有者情報の精度が向上

・森林組合や林業事業体が、森林の所有者に関する情報をワンストップで入手できることにより、施業集約化が促進

 運用マニュアルは、林地台帳及び

付帯する地図（以下、「林地台帳地

図」）の公表・情報提供、修正・更新、

活用など、市町村等における林地

台帳の運用の方法や手続き、留意

事項をまとめたもの

 林地台帳の運用にあたり、市町村

の担当者が運用のシーンに応じて

必要なページを参照することを想

定した構成

（林地台帳制度創設の背景）



 林地台帳及び地図は、市町村等が行う森林法に基づく伐採届出制度や所有者届出制度などの事務の円滑な実施や、地域

の森林整備の担い手による施業集約化を進めるために活用

 市町村は、所有者からの修正申出や登記情報・地籍調査結果を用いて情報の修正・更新を行うとともに、施業の集約化の

推進に向けて、林地台帳情報を森林組合や林業事業体等の意欲ある担い手に提供

 個人情報の保護に十分配慮しつつ、無秩序な森林の伐採や売買が生じないよう、情報の提供先、目的等を限定するなど、

適切に活用することが必要

第２章 林地台帳及び地図の運用の概要 ①
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林地台帳及び地図の運用の概要

登記情報の更新に合
わせて、適時、更新

所有者届出・修正申出
等をもとに、定期的に
修正・更新

 林地台帳に記載された事項及び地図の公表

公 表

情報提供

 所有者の氏名・住所を含めた情報提供

情報の修正・更新

第３章－２

第３章－３

第４章

 森林所有者等への
制度周知

制度の周知

第８章

 セキュリティ対策

台帳情報の保護

第７章

情報共有 第６章

 台帳情報の市町村事務における活用

市町村事務における活用
第５章

地域森林計画の対象
森林の区域に関する
情報については、都
道府県と調整

 都道府県と市町村における情報共有



 森林の土地の所有者の氏名・住所、森林の土地の所在・面積・地目、境界測量の実施状況等を記載

 地籍調査が完了している森林については、地籍図を活用し地図を作成

 地籍図が活用できない場合は、森林計画図に地番を表示（筆界（地番界）は記載しない。複数の地番をまとめて表記する

ことも可）

第２章 林地台帳及び地図の運用の概要 ②
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林地台帳及び地図の内容

電子データによる管理

 林地台帳及び地図の運用を効率的に行うためには、電子データによる管理・活用が有効

 林地台帳管理機能を持つ森林ＧＩＳの導入、既存の森林ＧＩＳへの機能付与のほか、簡易な台帳管理システムを導入し、活

用することも可能

【ソフトウェア】
・地理情報システム（GIS）

林地台帳と地図のデータの確認・加工
や、地形図・空中写真等の画像データと
重ね合わせ、情報分析等が可能

・データベース管理ソフトウェア
地図情報の確認や加工等はできない

が、情報の検索、修正・更新、外部出力
等が可能

【管理・活用の留意事項】
・林地台帳には個人情報が含まれること
から、情報提供する場合や作業を事業
者に委託する場合には、個人情報保護
を徹底するよう指導

・データ消失につながる事象が起こった場
合に備え、影響を最小限に留めるために
情報のバックアップを保存

◇管理システムの機能（例）  必要に応じてデータベースの項目を追加

 都道府県との情報共有や、クラウド化に対応できる
よう、データ形式等の標準仕様を国が示す

【機能】
・市町村窓口における閲覧
・帳票・図面の印刷（様式は統一）
・電子データによる情報提供

閲覧・情報提供

【機能】
・地番、林小班による検索
（伐採届や所有者届の内容確認、
公共事業における所有者確認）

林地情報確認

【機能】
・修正情報の入力
・変更情報等の読込み

情報修正・更新

・国が示す標準仕様
・検索、入力、帳票作成・印刷、データ出力、
・定型ファイルの読込み等の機能

森林ＧＩＳ
or

簡易な管理プログラム



◇森林の土地に関する地図

参 考
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◇林地台帳の記載事項

地籍調査成果が利用できない場合（森林計画図をベースに作成）地籍調査成果が利用できる場合

※筆界（地番界）は記載しない※林小班番号は任意

地番が対応する林小班に
まとめて記載することも可

1803-1

1782-2,1780-3,1780-2,
1804-2,水-13,1778-3,
筆界未定地-7

1781,1780-1,1779-1

181

凡例
地番図（筆界）

森林計画対象森林

00 地番

00 林小班番号

凡例
森林計画図
（林小班）

00 地番

00 林小班番号

1783-1

林

小

班

登記簿上の所有者

所

在

地

番

地

目

面

積

（
h

a

）

地籍調査
氏

名

・

名

称

住

所

共

有

登

記

年

月

日

氏

名

・

名

称

住

所

共

有

記

載

事

由

公益的機能別施

業森林等
森林経営計画の認

定状況

施

業

方

法

等

記

載

事

項

森林簿

区

分

認

定

者

の

種

類

元となる

情報
登記情報

森林簿

情報
登記情報 森林の土地所有者届出、森林簿情報等

登記所備え付

け地図　等
事業実績　等

森林経営計画の認

定の情報　等

済

・

未

済

・

一

部

実

施

実

施

年

月

日

境界の確定に

資する測量
認

定

年

月

済

・

未

済

認

定

の

有

無

記

載

年

月

日

届

出

年

月

日

実

施

年

月

日

境界に係る測量の実施状況現に所有している者、所有者とみなされ

る者



参 考
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◇林地台帳の記載例（リストの場合）

済・
未済

実施年月日

済・未
済・

一部実
施

実施年月日

**市**町字** 1-1 山林 *.**** 1林班イ1 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日 済 昭和**月**日 有 市町村長 平成**年*月 水 伐

**市**町字** 1-2 山林 *.**** 1林班イ1 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日 ** ** **県**市**町**-* 有 修正申出 平成**年*月**日 済 昭和**月**日 有 市町村長 平成**年*月 水 伐

**市**町字** 2 山林 *.**** 1林班イ2 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日 済 昭和**月**日 有 市町村長 平成**年*月 水 伐

**市**町字** 2 山林 *.**** 1林班イ3 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日 済 昭和**月**日 有 市町村長 平成**年*月 水 伐

**市**町字** 3 山林 *.**** 1林班ロ1 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日 済 昭和**月**日 無 土 複

**市**町字** 10 山林 *.**** 1林班ハ1 ** ** **県**市**町**-*　**** 有 平成**年*月**日 済 昭和**月**日 無 土 複

**市**町字** 11 山林 *.**** 1林班二1 ** ** **県**市**町**-*　**** 有 平成**年*月**日 ** ** **県**市**町**-* 有 所有者届出 平成**年*月**日 未済 一部実施 平成**年*月**日 有 都道府県知事 平成**年*月 土 長

林　　地　　台　　帳

所在
認定
有無

認定者の種
類

認定年月
面積
（ha）

地目地番

森林経営計画の認定状況所在 登記簿上の所有者

住所
氏名・
名称

林小班 登記年月日共有

公益的機能別
施業森林等

届出年月日・記
載年月日

記載事由共有

現に所有している者・所有者と見なされる者 境界に係る測量の実施状況

地籍調査
境界の測量に
資する測量

住所
氏名・
名称

区分
施業方法

等

**市**町字** 10 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日

**市**町字** 10 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日

**市**町字** 10 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日

**市**町字** 10 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日

**市**町字** 11 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日

**市**町字** 11 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日

**市**町字** 11 ** ** **県**市**町**-*　**** 平成**年*月**日

登記簿上の共有者の一覧

所在 地番
氏名・
名称

住所 登記年月日

林　地　台　帳　（別表１）

所在 登記簿上の所有者

**市**町字** 1-2 ** ** **県**市**町**-* 修正申出 平成**年*月**日

**市**町字** 1-2 ** ** **県**市**町**-* 修正申出 平成**年*月**日

**市**町字** 1-2 ** ** **県**市**町**-* 修正申出 平成**年*月**日

**市**町字** 1-2 ** ** **県**市**町**-* 修正申出 平成**年*月**日

**市**町字** 11 ** ** **県**市**町**-* 所有者届出 平成**年*月**日

**市**町字** 11 ** ** **県**市**町**-* 所有者届出 平成**年*月**日

**市**町字** 11 ** ** **県**市**町**-* 所有者届出 平成**年*月**日

届出年月日・記
載年月日

林　地　台　帳　（別表２）

現に所有している者・所有者と見なされる者の共有者の一覧

氏名・名
称

住所 記載事由所在 地番

所在 現に所有している者・所有者と見なされる者

（林地台帳）

（林地台帳の別表１）
登記簿上の所有者に係る共有者の一覧

（林地台帳の別表２）
現に所有している者・所有者とみなされる者に係る共有者の一覧



参 考
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◇林地台帳の記載例
（一筆の場合）

   
 

林地台帳の見本（案）（一筆分） 

所 在  地 番  
地 目  
面 積                                             ｈａ 

 
 
登記簿上の 
所有者 

 
 

氏名 
（法人にあっては名称 

及び代表者氏名） 

 

住 所  
共有の有無 ※共有の場合、有と記載 
登記年月日  

 
現に所有してい
る者、所有者と
みなされる者 

氏名 
（法人にあっては名称 

及び代表者氏名） 

 

住 所  
共有の有無 ※共有の場合、有と記載 

記載事由 ※修正の申出、各種届出等の種類を記載 
届出(記載)年月日  

 
境界の確定に資
する測量等の実
施状況 

地籍調査 実施の有無 実施 ・ 未実施 
実施年月日 年  月  日 

境界の確定に 
資する測量 

実施の有無 実施 ・ 一部実施 ・ 未実施 
実施年月日 年  月  日 
 

 
林小班 

森林経営計画の認定状況 公益的機能別施業森林等 備考 
認定の有無 認定者の種類 認定年月 区 分 施業方法 

 認定有・ 

認定無 

※市町村長、都道府

県知事、農林水産大

臣 と記載 

年 月 ※水源の涵養の機能

の維持増進を図るた

めの森林施業を推進

すべき森林等と記載 

※伐期の延長

、複層林施業

等と記載 

 

       
       
 

登記簿上の共有  現に所有している者と見なされる者  
氏名・
名称 

住所 登記年月日 氏名・名
称 

住所 記載事由  届出年月日・記
載年月日 

       
       
       

 

 



第３章 林地台帳及び地図の公表・情報提供 ①
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 林地台帳及び地図は市町村等の事務に利用するほか、森林の位置や地番の確認を行い易くし森林所有者の保有森林

への関心を高めたり、森林所有者による林地台帳情報の修正申出を喚起するため、林地台帳の情報の一部及び地図を

公表（公表することにより個人の権利利益を害するものを除く）

 また、森林組合や林業事業体等の地域の森林整備の担い手による集約化施業の取り組みを促進するため、同一の都道

府県内で森林経営計画の認定を受けている森林組合や林業事業体等に対して情報提供が可能

林地台帳及び地図の公表・情報提供の考え方

情報提供

◇着色している項目が公表する記載事項

 林地台帳に記載された事項及び地図を公表

市町村の事務所等の窓口での閲覧

（所有者の氏名･住所は公表しない）

公 表

※権利を確定するものではないこと、売買等の資料と
しては使えないこと等の留意事項を付言

 以下の者に対しては、所有者の氏名・住所を含め情報
提供が可能

・当該森林の森林所有者又は当該森林の土地の所有者、

隣接する森林の所有者等（当該森林所有者等から施業
又は経営の委託を受けた者を含む）

・当該森林が所在する都道府県において森林経営計画の

認定を受けている者

・都道府県、国

・公表する情報には、所有者の氏名・住所はないが、台
帳や地図は不確実な部分もあることから情報の誤っ
た利用を避ける必要があること、森林の保有・売買に
制限がないこと、から、公表は市町村窓口での閲覧を
基本とし、閲覧を希望する場合、氏名、住所、利用目
的等を記載した申請書を提出

・情報提供の対象は、所有者の氏名・住所を含むことか
ら、施業集約化のために、本人や隣接所有者、地域
において施業集約化を行うことが確実な者、都道府県
等に限定

済
・
未
済

実
施
年
月
日

済
・
未
済
・

一
部
実
施

実
施
年
月
日

施
業
方
法
等

認
定
の
有
無

認
定
者
の
種
類

認
定
年
月

区
分

公益的機
能別施業
森林等

所
在

地
番

地
目

面
積

（
h
a

）

林
小
班

氏
名
・
名
称

住
所

共
有

登
記
年
月
日

氏
名
・
名
称

住
所

共
有

記
載
事
由

　
記
載
年
月
日
・

届
出
年
月
日

所在 登記簿上の所有者
現に所有している者・
所有者とみなされる者

境界に係る測量の
実施状況

森林経営計画の
認定状況

境界の
測量に
資する
測量

地
籍
調
査



第３章 林地台帳及び地図の公表・情報提供 ②
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林地台帳及び地図の公表の方法

申

請

者

市

町

村

 林地台帳情報を閲覧したい者は、申請書に氏名・住所・利用目的等を記載し提出（本人確認書類を提示）

 市町村窓口担当者は、申請書等の内容を確認し、不備がなければ留意事項を説明（申請者はチェックリストで確認）

 市町村窓口において、情報端末又は簿冊により閲覧

申請書
・氏名
・住所
・利用目的

等

①申請書の提出、本人確認書類の提示

運転免許証、パスポート
等公的機関が発行する
もの

・記入漏れがないか
・本確認書類が原本であるか
・申請書と本人確認書類の氏名・住
所が一致しているか

・台帳情報及び地図は、権利を確定
するものではないこと、売買等の資
料としては使えないことを説明
・利用目的が開発又は不動産開発
の場合は、伐採等届出制度や林地
開発許可制度について説明

②申請書・本人確認書類の確認

③留意事項の説明

林地台帳及び地図は、
□森林の土地の権利を確定するものではないこと
□森林の土地の所有の境界を確定するものでは
ないこと

□森林の土地の売買等の資料として用いることは
できないこと

□閲覧により得た情報は申請書に記載した利用
目的以外には利用できないこと

□閲覧により得た情報を申請者以外のものに提
供してはならないこと

④チェックリストにより留意事項点を確認 → ⑥閲覧

申請書にチェック
リストを記載する
ことで、手続きを
簡素化

市町村の窓口において、
情報端末又は、簿冊によ
り閲覧

⑤閲覧資料の準備



第３章 林地台帳及び地図の公表・情報提供 ③
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申請者 市町村窓口

①申請書の作成・提出

・閲覧申請書
・本人確認書類
・チェックリストによる
留意点の確認

②申請書の受付

・申請書記載漏れ確認

・利用目的の確認
・本人確認書類の確認

申請書等の不備内容の説明

不備が
ある場合

不備が
ない場合

情報端末を
用いる場合

簿冊を用いる
場合

閲覧資料の準備
（書面又はデータ）

閲覧

③申請書・身分証
の確認

閲 覧

情報端末を用いた閲覧

簿冊を用いた閲覧

閲覧の留意点の説明

・チェックリストによる
留意点の確認

コピー

個人情報の
マスク処理

個人情報の
非表示処理

林地台帳及び地図の公表に関する事務処理の流れ

・書面・口頭による留意点の説明

（目的外利用の禁止・第三者への
提供の禁止・秘密保持）



①申請書・関係書類の提出、本人確認書
類の提示

第３章 林地台帳及び地図の公表・情報提供 ④

11

林地台帳及び地図の情報提供の方法

申

請

者

市

町

村

 林地台帳の情報提供は、個人情報である所有者の氏名・住所を含めて情報提供を行うことから、情報の提供先、目的等

を地域の森林整備の担い手等に限定

 林地台帳情報の提供を受けたい者は、申請書に氏名・住所・利用目的等を記載し提出（本人確認書類を提示）

 市町村窓口担当者は、申請書等の内容を確認し、不備がなければ留意事項を説明（申請者はチェックリストで確認）

 市町村窓口において、書面（所定の様式に印刷したもの）又は電子データにより情報提供

申請書
・氏名
・住所
・利用目的

等

運転免許証、パスポート等公的機関が発行するもの
（本人・隣接者の申請の時は写真の添付がなければ２枚）

・記入漏れ、関係書類の不足がないか
・本人確認書類が原本であるか
・申請書と本人確認書類の氏名・住所
が一致しているか

・申請が出来る者であるか
・申請対象が市町村内の森林か
・利用目的が施業集約化のためか
など

・台帳情報及び地図は、権利を確定す
るものではないこと、売買等の資料と
しては使えないことを説明

②申請書・本人確認書類の確認

③留意事項の説明

林地台帳及び地図は、
□森林の土地の権利を確定するものではないこと
□森林の土地の所有の境界を確定するものではないこと
□森林の土地の売買等の資料として用いることはできな
いこと

□閲覧により得た情報は申請書に記載した利用目的以外
には利用できないこと

□閲覧により得た情報を申請者以外のものに提供しては
ならないこと

④チェックリストにより留意事項点を確認 → ⑥閲覧・受領

申請書にチェック
リストを記載する
ことで、手続きを
簡素化

所定の様式に印刷したもの
又は電子データにより提供

所有を証明
する書類、
森林経営
計画認定書

等

⑤提供資料の作成



第３章 林地台帳及び地図の公表・情報提供 ⑤
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申請者 市町村窓口

①申請書の作成・提出

・情報提供申請書
・本人確認書類
・チェックリストによる留意点の確認

【本人、隣接所有者の場合】
・所有地番を証明する書類
※本人確認書類は写真のないものは２点

※施業又は経営の委託を受けているもの
が申請する場合は、それを証明する書類

【施業集約化の担い手が申請する場合】
・森林経営計画の認定証明書

②申請書の受付

・申請書記載漏れ確認

・利用目的の確認
・本人確認書類の確認

申請書等の不備内容の説明

不備が
ある場合

不備が
ない場合

・書面・口頭による留意点の説明

（目的外利用の禁止・第三者への
提供の禁止・秘密保持）

③申請書・身分証
の確認・承認

・チェックリストによる
留意点の確認

林地台帳及び地図の情報提供に関する事務処理の流れ

④提供資料の作成
（書面又はデータ）

⑤提供資料使用の留意点
の説明、情報の受渡

⑥閲覧・受領



第４章 林地台帳及び地図の修正・更新 ①

13

 所有者本人からの修正申出、

森林の土地の所有者届出、登

記簿や地籍調査の成果等によ

り、林地台帳を修正・更新

 登記情報を元に作成した記載

事項については、登記情報が

更新された場合に限り更新

 地域森林計画対象森林の区域

の変更等都道府県の所掌に関

する事項については、都道府

県と調整

林地台帳及び地図の修正・更新の考え方

林地台帳及び地図

所在

地番

林小班

地目

面積

登記簿上の所有者
（氏名、住所）

現に所有している者
所有者とみなされる者

（氏名、住所）

境界に係る測量の実施状況

森林経営計画の認定状況

公益的機能別施業森林等

情報の修正・更新事由

森林の土地の所有者届出
（所有者からの届出）

林地台帳地図

修正申出
（所有者からの申出）

登記情報の更新
（法務局、税務部局等からの
登記簿異動情報の取得）

森林境界明確化事業の
実施結果

（森林組合等から取得）

地籍調査実施結果
（市町村地籍部局から取得）

林小班の変更情報
（都道府県からの森林異動

情報の取得）

森林経営計画の認定
（認定権者から取得）

ゾーニングの変更
（市町村林務部局から取得）

定期的な更新

随時の修正・更新

修正・更新する項目
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申請者 市町村窓口

①申請書の作成・提出

・修正申請書
・本人確認書類

・修正事項を証明する
書類

②申請書の受付

・申請書記載漏れ確認

・本人確認書類の確認

不備が
ある場合

不備が
ない場合

③申請書・身分証
の確認

所有者本人からの修正申出による林地台帳記載事項の修正に関する事務処理の流れ

第４章 林地台帳及び地図の修正・更新 ②

⑥修正しない旨の通知⑦受領

④申請書等の不備内容の
説明

⑤修正の要否を判断
修正
する場合

修正しない場合

⑥修正する旨の通知⑦受領

【例】
登記事項証明書、売買契約書
遺産分割協議書、贈与契約書

森林の土地の所有者届出等による更新

 森林の土地の所有者届出が受理された後、届出に記載された内容に従い、林地台帳の記載事項を更新

 国土利用計画法に基づく届出が、市町村の土地部局より森林部局に提供された場合、提供情報の内容に従い、林地台

帳の記載事項を更新
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定期的な情報更新

第４章 林地台帳及び地図の修正・更新 ③

林地台帳地図の更新

林地台帳管理プログラムによる情報修正・更新

 所有者からの修正申出や所有者届出により随時行う修正・

更新に加え、登記情報の異動や地籍調査等の成果等を林

台帳に反映するため、定期的な情報の更新が必要

 登記情報、地籍調査成果等林地台帳の元データ毎に、取得

方法や林地台帳の更新方法を整理してマニュアルに記載

 林野庁が作成・配布する、林地台帳を管理する簡易なプログラムを用いて、林地台帳情報の修正・更新が可能

 修正申出・届出、定期的な情報更新等の各場面における操作方法を記載

◇林地台帳の情報更新を行う場面

・登記情報の異動
・固定資産課税台帳の更新
・地籍調査の実施
・境界明確化事業等の実施
・森林経営計画の認定

・市町村森林整備計画の樹立・変更に伴う公益的機能
別森林の区域の変更

・地域森林計画図の変更に伴う林小班番号の異動

 林地台帳地図の区域の変更は、地籍調査の実施、又は、地域森林計画対象森林の区域の変更があった場合に実施

 市町村は、地籍調査の結果を踏まえ林地台帳地図を修正。ただし、地域森林計画対象森林の増減に関する修正が必要

な場合は、都道府県に連絡し、地域森林計画対象森林の区域の変更が行われた後に、林地台帳地図を修正

 都道府県が、地域森林計画対象森林の区域の変更を行った場合には、その旨市町村に連絡し、林地台帳地図を修正

◇地籍調査が実施された場合 ◇地域森林計画対象森林の区域が変更された場合

都
道
府
県

市

町

村

（区域の変更がある場合）
②地籍調査結果の提供

④地域森林計画対象
森林の変更を連絡

⑤区域
の修正

都
道
府
県

市

町

村
①地域森林計画対森林の区域の
変更を連絡に係る情報の提供

②地図
を修正

①地番等の
記載事項
の修正

③地域森林
計画対象
森林の変更



第５章 市町村事務における活用
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森林・林業行政事務への活用

意欲ある森林経営の担い手等への情報提供

市町村内の他部署との情報共有

 林地台帳は、登記上の所有者に加え、現に所有する者・所有者と見なされる者の情報と、所在・地番とその位置を示す林

地台帳地図、さらには、森林経営計画の作成に必要な森林簿の情報と対応付けるための林小班、森林経営計画の認定

状況といった情報を一元的にとりまとめたもの

 これらの情報を意欲ある森林経営の担い手に対して提供することにより施業集約化を推進

 林地台帳の情報を市町村の他部署と共有することによ

り、市町村事務の効率化が可能

 森林法第１９１条の２第１項の規定の基づく情報の内部

利用、他法令の規定に基づく他部署への情報提供のほ

か、市町村における情報の内部共有に関する規定や個

人情報保護条例に基づき情報共有が可能

 林地台帳は、記載情報を伐採等届出制度等の確認や無届

伐採等に対する森林所有者への指導等に活用するととも

に、所有者届出や境界明確化事業の成果を記載するなど

所有者情報の管理にも活用

【林地台帳の活用例】
・伐採等届出

→ 申請者の確認、無届伐採への対応
・森林の土地の所有者届出、境界明確化事業等の成果

→ 台帳に記載し情報管理
・森林経営計画の認定請求

→ 公益的施業別機能森林（施業方法等）の確認

【所有者情報を共有することによる市町村事務の効率化の例】

・市町村が行う公共事業において、施設等の配置や立木竹の伐採
等が必要な場合、林地台帳を活用して森林の土地の所有者を確
認

・災害時において、被害状況把握や復旧事業を行うため、林地台帳
を活用して森林の土地の所有者を確認
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第６章 都道府県との情報共有

 林地台帳情報は、都道府県が行う林地開発許可や森林経営計画の認定、公共事業の実施や災害復旧等において活用可

能な情報であり、都道府県との情報共有は、市町村における施策の推進にも寄与するもの

 都道府県が保有する森林資源情報や、地籍調査結果を踏まえて修正した森林計画図等は、市町村が林地台帳及び地図を

運用していく上で必要な情報であり、都道府県と市町村が情報共有することにより、効果的な情報活用や精度向上が可能

※ 都道府県及び国への情報提供にあたっては、第３章に記載した情報提供に係る申請手続き等は不要

情報共有の目的

情報共有の方法

 情報共有の方法としては、保有する情報

を定期的に相互提供する他、両者が参加

できるネットワークを介してリアルタイムに

情報共有を行うことも可能

都道府県

市町村

・地域森林計画
の円滑な実行

・市町村森林整備
計画の遵守

・所有者情報
（林地台帳を活用）

・伐採届出情報

・森林資源情報
・森林計画図
・空中写真
・衛星画像
・施業履歴
・路網情報
・地籍・測量データ

情報共有・利用

森林クラウドシステム

森林資源情報

森林計画図

空中写真図

その他関係図

森林クラウドシステムを活用した情報共有のイメージ

市町村と都道府県が定めた方法（データ

形式、情報媒体の種類、頻度等）により情

報共有

①情報を定期的に相互提供する方法

②ネットワークを介してリアルタイムに
情報を共有する方法

都道府県と市町村が共同で利用可能な

LGWAN回線や、クラウド方式の森林GIS等
を活用することにより、両者が保有する情

報をリアルタイムに共有することが可能



 林地台帳のデータベースの標準仕様

（ファイルの種類・命名規則・データ形式、データベースのフィールド名・

データ定義、半角文字使用ルール 等）

 地図の標準仕様 （縮尺（1/5000）、ファイルの種類・座標系・属性情報 等）

 林地台帳の運用に関する参考法令・用語集、Ｑ＆Ａ

 林地台帳の公表・情報提供を行う際の統一様式、資料収集方法 等

参考法令・用語集

第７章 林地台帳情報の保護

18

第８章 林地台帳制度の周知

Ｑ＆Ａ

林地台帳データの仕様

情報セキュリティ対策

 林地台帳及び地図は個人情報を含む

ものであり、市町村等の情報セキュリ

ティポリシーに従い、適切に保護・保全

することが必要

資料

各種様式の記載例

収集する資料の入手方法

制度周知の目的・方法

 情報提供を受けたい施業集約化の担い手等への周知を図ると

ともに、林地台帳情報の精度の維持・向上のため、森林所有者

等の関心を高め、修正申出を促すためにも制度の周知が重要

 周知にあたっては、林地台帳情報が、権利を確定するものでは

ないことや、売買等の資料としては使えないこと等を明示

周知対象 制度周知のポイント 主な手段

集約化施業の

担い手

施業集約化の促進に向
けた情報提供の仕組み ・ホームページ

・チラシ

・広報誌等

・地域説明会

・ダイレクトメール

森林所有者
記載内容の確認・修正申
出制度

地域住民
林地台帳制度創設の背
景・目的

◇電子データの保護・保全 ◇簿冊の保全・保護

・情報端末の取扱、アクセス制限

・ウィルス・スパイウェア対策

・データの受け渡し、持ち出し（盗難）、出力

・バックアップ、廃棄

等における情報セキュリティ対策が必要

・保管

・受け渡し、持ち出し（盗難）

・複製、廃棄

等における情報セキュリティ対策

が必要
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11月28日 第３回 事務レベル検討会（運用マニュアル（案）説明）

11月下旬～12月中旬
都道府県への意見照会や事務レベル検討会での意見等を踏まえ修正

→ 運用マニュアル（修正案）作成

12月下旬 運用マニュアル（修正案）の調整（事務レベル検討会構成員）

１２月下旬～１月（予定） 第３回 協議の場（運用マニュアル（最終案）説明）

１月下旬 協議の場の意見を踏まえ修正 → 運用マニュアルの完成

※都道府県森林計画担当者会議を２月に開催

２ 運用マニュアル作成スケジュールについて
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